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Ⅰ．問題意識

地域経済活性化支援機構（REVIC；Regional Economy Vitalization Corporation 
of Japan）は紆余曲折を経て企業再生支援機構（ETIC；Enterprise Turnaround 
Initiative Corporation of Japan）の後継組織として２０１３年３月に業務を開始した。
ETICはもっぱら個別企業を対象とした事業再生支援に取り組んできたが，
REVICはそれにとどまらず改組時の根拠法改正によって新たに地域経済の面
的再生・活性化を内容とする地域経済活性化支援にも取り組むこととなった。

改組から１年７ヵ月後の２０１４年１０月には再び改正法が施行され，REVICは新
規業務として再チャレンジする意欲を持った経営人材への転廃業支援を手掛

けることになった。

また，REVICは改組時の根拠法改正によって金融機関等に専門家を派遣す
ることで専門人材の育成を図ることが可能になった。この業務は，地域にお

いて事業再生・地域経済活性化支援に日々取り組んでいる金融機関等の業務
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遂行能力を向上させる，つまり「地域の再生現場の強化」を図るため，REVIC
が専門家を派遣し，専門知識・ノウハウを提供するものである。

さらに，ETICとREVICはともに専門人材の育成（→地域への還流）を目的とし
て金融機関から随時，１〜２年程度の出向を受け入れてきたが，REVICはそれ
に加えて，金融機関からの要望に応える形で，２０１５年１月に「短期トレーニー

制度」を導入した。これは専門人材の育成を６ヵ月の短期間で行うものである。

以上のように，REVICは改組後に業務内容が大幅に拡大・多様化している。
他方，REVICはしばしば事業再生支援にかかわる業務が「民業圧迫」をもたら
しているという批判にさらされている。このようにREVICは一部の業務が民
間部門と競合するため，もともと時限的な組織として設立され，現在のとこ

ろ，事業再生支援について支援決定期限は２０１８年３月末まで，存続期間（業務

終了期限）は最長で２３年３月末までと定められている。とはいえ，業務終了期

限を迎える前の段階でREVICが残した実績と果たしてきた役割について詳し
く検証され，存続か廃止かが決定され，（後継組織に引き継ぐことも含めて）

存続する場合はどの機能を残すのか，また時代要請に応じて新たにどのよう

な機能を担わせるのかが議論されることになろう。

本稿は，以上の認識に基づき，改組時と２０１３年１０月の改正法施行に伴う

REVICの業務内容の拡大・多様化と，ここまでのREVICの実績を分析すると
ともに，それらを踏まえてREVICが有する機能の存続の要否について検討し，
さらにREVICの特筆すべき役割を見出し，REVICが業務終了期限を前に，ど
のように出口戦略（Exit Strategy）を描いたらよいのかについて考察すること
を目的としている。

本稿の構成は次の通りである。Ⅱでは，REVICの目的，組織形態，設立に
至るまでの経緯などREVICの概要を述べる。Ⅲでは，ETICからREVICへの改
組・機能拡充に伴って，どのように業務内容の見直しが行われたのかについ

て述べる。Ⅳでは，改組時の根拠法改正によってREVICがどのような新業務
に取り組むことになったのかを概観する。Ⅴでは，２０１３年３月の法改正に

よってREVICがどのような新業務に取り組むことになったのかを概観する。
Ⅵでは，REVICのここまでの実績を事業再生支援に関するものと地域経済活
性化支援に関するものに分けて分析する。Ⅶでは，前章までの議論を踏まえ
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て，REVICが有する機能の存続の要否について検討し，さらにREVICの特筆
すべき役割を見出し，REVICが業務終了期限を前に，どのように出口戦略
（Exit Strategy）を描いたらよいのかについて考察する。

Ⅱ．REVICの概要

１．REVICの目的

REVICはETICの後継組織であり，組織形態に大きな変化はないものの，主
要業務には従来からの個別企業を対象とした事業再生支援のほかに，地域経

済の面的再生・活性化の支援を内容とする地域経済活性化支援が新たに加

わった。すなわち，REVICは組織的には株式会社形態をとる認可法人で，２０１３
年３月１８日に施行された「株式会社地域経済活性化支援機構法」（「株式会社企

業再生支援機構法の一部を改正する法律」）がその根拠法となっている。主務

大臣は，内閣総理大臣（金融庁長官に委任），総務大臣，財務大臣，経済産業大

臣であるが，雇用等については，厚生労働大臣もこれに加わる。業務内容は「官

製の事業再生ファンド」かつ「官製の地域活性化ファンド」といえるものである。

REVICの目的は次の通りである。根拠法第１条（機構の目的）によると，
REVICは地域経済の再生・活性化とそれを通じた地域の金融システムの基盤
強化を図るために，金融機関，地方公共団体等と連携しながら，①過剰債務

を抱えているもののコアコンピタンスが損なわれていない中小企業その他の

企業について，当該企業に対する貸出債権を金融機関等から買い取ることな

どによってその事業の再生を支援すること，②ファンド運営業務などを通じ

て地域経済の面的再生・活性化に貢献する事業を支援することを目的としてい

るという。ここから分かるようにREVICはETICと同様に地域経済に視座を置く
ものの，ETICがあくまで事業再生支援を通じて，つまり間接的にしか地域経済
の再生・活性化を図れなかったのに対し，REVICは地域経済活性化支援を手掛
けることになり，直接，地域経済の再生・活性化を図ることができるようになっ

た。ここで①について補足すると，ETICは２０１２年に根拠法の改正により，本来
の設立趣旨に立ち返り，原則として大企業（資本金５億円以上かつ従業員１,０００
名超）を支援対象から除外した。大企業が支援対象となるには，その経営破綻
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が地域経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあると主務大臣に認められなけれ

ばならない。そして，このような規定はREVICの根拠法にも引き継がれた。
また，ETICが事業再生支援だけを手掛けていたことと関連して，たとえば
支援対象企業が大幅な人員削減策が盛り込まれた事業再生計画案を策定・提

出するおそれがあることを踏まえて，ETICの根拠法第１条＝目的規定では
「雇用の安定」が配慮事項となっていた。それに対し，地域経済活性化支援を

手掛けるREVICでは，新規雇用の創出につながる新事業の展開等を積極的に
支援することが求められているため，「雇用の安定」からもう一歩踏み込んで

「雇用機会の確保」が配慮事項となっている。

なお，REVICの根拠法第１条では，事業者の例示としてETICの根拠法第１
条には含まれていた「中堅事業者」が見られない。これは原則としてREVICの
支援対象外である大企業以外の事業者を表す事業者の例示としては「中小企

業者」が最適であるとの考え方に基づく技術的修正であり，REVICにおいても
「中堅事業者」は支援対象に含まれている。

２．REVICが設立された経緯

REVICは以下の手続を経て設立された。REVICの前身であるETICは根拠法
に基づき，２０１１年１０月１４日に支援決定業務を原則として終了した。しかし，

２０１２年３月に当時の民主党・野田政権はETICの支援決定期限を原則として１３
年３月末まで延長し，それに伴って存続期間（業務終了期限）を１４年１０月１４日か

ら１６年３月末まで延長する法改正を行った。これは同時期に中小企業金融円滑

化法（時限立法）を２０１３年３月末まで再延長したのと平仄を合わせた措置である。

つまり，銀行（預金取扱金融機関）が同法からの出口戦略を講じる上でETICもそ
れを後押しすることが求められたのである。野田政権はさらに２０１２年１１月末に

公表した「日本再生加速プログラム」の中で，ETICの１３年３月末までの支援決定
期限を再び延長し，次期通常国会で所要の法改正を行う方針を明らかにした。

ところが，２０１２年１２月１６日の衆院選で民主党が大敗して自民党が政権を握

ると，状況は一変した。すなわち，自民党・安倍政権は２０１３年１月１１日に閣

議決定・公表した「日本経済再生のための緊急経済対策」の中で，「中小企業・

小規模事業者等への支援」と「地域の特色を生かした地域活性化」のための施
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策の１つとして，ETICからREVICへの改組・機能拡充を打ち出した。こうし
て２０１３年２月２６日に「株式会社地域経済活性化支援機構法」が可決・成立し，

同年３月６日に公布された。同法は同年３月１８日から施行されるとともに，

REVICは同日から新たな業務に従事することになった。

３．REVICの組織形態の概要

REVICの組織形態の概要は次の通りである。資本金は２６０億８,４８０万円で，
預金保険機構を通じて政府が約１６０億円，金融機関が約１０１億円それぞれ出資

している。ETICの資本金は２０１億２,９８０万円であったが，上記の「緊急経済対
策」に伴う補正予算で３０億円の財政支出が手当てされ，その全額が政府によ

る追加出資としてREVICの資本金に充てられた。その３０億円は事業再生ファ
ンドと地域活性化ファンドの組成に用いられる資金で，１ファンド当たり全

体の１〜２％分を出資し，それを呼び水として総額２,０００億円規模のファンド
を全国各地に立ち上げることを想定していた。その後の２０１５年１２月２７日には

安倍政権が「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」を閣議決定・公表し

たが，それに基づく補正予算によってREVICは観光産業，ヘルスケア産業，
震災復興などにリスクマネーを供給することが求められ，その財源として政

府から新たに３０億円の出資を受けることになった。こうしてREVICの資本金
は上記のように２６０億８,４８０万円まで増額された。また，事業資金は原則とし
て政府保証付で金融機関から借り入れることによって調達している。２０１３年

度の政府保証枠は１兆円であった。役職員数は２０１５年１０月１日時点で３００名と

なっている。REVICには，全国各地から事業再生，地域経済活性化，法務，
会計，金融などの専門家（professional）が多数集まっており，案件に応じて必
要な処方箋を提供できる体制が整っている。

REVIC内には，株式会社として一般的な機関（株主総会，取締役会，監査役
会等）のほか，地域経済活性化支援委員会が設置されている。通常の株式会社

と同様に，株主総会が最高意思決定機関を務め，取締役会が業務執行につい

て意思決定を行う決議機関を務める。ただし，通常の株式会社とは異なり，

業務執行上，特に重要な事項（大企業の事業再生支援に関する各種決定など）

については，取締役会ではなく，同委員会が判断を下す。同委員会は取締役
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である委員３名以上７名以内で組織し，（業務運営上の公正性と中立性を確

保するため）委員の過半数は社外取締役でなければならず，委員の中には代

表取締役が１名以上含まれなければならない。現在，同委員会は６名の有識

者から構成され，委員長は松嶋英機弁護士である。同委員会の主要業務は，

（REVICが例外的に支援対象とする）主務大臣の認定を受けた大企業または
（業務執行の公正・中立性と適性性を確保するために）取締役会から委任を受

けた企業に対する事業再生支援について各種決定を行うことである。その内

容は，事業再生支援の可否を最終的に決定すること，メインバンク以外の銀

行から債権を買い取る際にその価格を最終的に決定すること，そしてエグ

ジットの段階において買い取った債権，および出資やDES（Debt Equity Swap；
債務の株式化）に伴う持分について処分方法を最終的に決定することである。

Ⅲ．再生支援業務の見直し

ETICからREVICへの改組・機能拡充に伴い，事業再生支援については中小
企業の使い勝手をさらに向上させるため，次のように業務内容の見直しが行

われた。

１．委員会の権限と主務大臣の関与

ETICでは，企業再生支援委員会が企業の規模・属性等にかかわらず，支援
決定，買取決定等に関する判断を下してきたが，REVICでは，支援決定まで
のプロセスの迅速化を図るために，業務執行にかかわる各種決定の権限は取

締役会に委譲され，取締役会の判断により，必要に応じて地域経済活性化支

援委員会にその権限を委任できるようになった。ただし，上述のように，

REVICが例外的に大企業を支援対象とする際には，各種決定に関する判断は
すべて同委員会が下すこととされている。

また，主務大臣の関与については，ETICでは，各種決定の段階で事前通知
によって主務大臣に意見を述べる機会を与えることが義務づけられていたが，

REVICでは，各種決定はすべて主務大臣に対する事後報告制に改め，意思決
定の迅速化を図った。
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２．支援決定期限と存続期間

REVICはETICと同様に時限的な組織として設立された。その理由は次の２
つである。第１に，REVICは公的機関でありながら事業再生市場で民間部門
と競合するため，政策目的を達成するのに必要な期間だけ活動をすることが

許され，その期間を終えれば，市場から撤退するのが道理である。第２に，

存続期間が明確に区切られることで時間軸がはっきりし，業務が迅速かつ規

律を保ったまま遂行されると考えられる。以上の理由からREVICの根拠法に
も，いわゆる「サンセット条項」が引き継がれることになった。しかしながら，

ETIC時代の教訓を踏まえ，REVICの支援決定期限と存続期間（業務終了期限）
は以下のように変更された。

上述のように，ETICの支援決定期限は２０１３年３月末まで，存続期間は１６
年３月末までとされていたが，安倍政権が推し進める経済政策，すなわち「３

本の矢」によってデフレ不況から脱却し日本経済を持続的な成長軌道に乗せる

ことを目的としたアベノミクスと平仄を合わせるべく，REVICが金融機関，地
方公共団体等と連携しながら中小企業の事業再生を最大限支援していくため，

支援決定期限は２０１８年３月末まで（あらかじめ主務大臣の認可を受けた企業に

ついては同年９月末まで）５年間延長された。同時に，REVICの存続期間につい
ては，最長で２０２３年３月末までとされた。それは，ETICの支援期間が３年以内
とされていたところ，実務的な見地に立つと中小企業の事業再生にはより長い

年月がかかることから，REVICの支援期間が５年以内に延長されたためである。

３．公表内容

ETICでは，支援決定，買取決定等の各種決定を行うたびに，一律に対象企
業の名称を公表することが義務づけられていた。こうした企業名の公表に対

し，特に中小企業は「風評被害」によって事業価値の劣化・毀損が引き起こさ

れることを懸念し，ETICへの支援申込を躊躇したり，ETICとの交渉が頓挫し
たりするという事態が生じていた１）。ここで風評被害とは，企業名等が公表

されることにより，資材の調達先や製品の納入先が取引に慎重になったり，

取引条件の不利益改定を迫られたりすることを指す。大企業と比べて中小企

業は風評被害を受けやすいとされる。それゆえREVICでは，中小企業等への



－１００－

事業再生支援と，国民に対する説明責任とのバランスを考慮し，中小企業に

は名称の公表を義務づけないこととする一方，四半期ごとにREVICが手掛け
た事業再生支援と地域経済活性化支援の概要を公表することとなった。ただ

し，大企業については，これまでと同様に各種決定のたびに名称の公表が義

務づけられている。

とはいえ，各種決定の公表は，状況によっては「信用補完」につながり，か

えって対象企業の事業再生を後押しするという効果を生み出す。すなわち，

支援決定前の段階で事業価値の劣化・毀損に見舞われている企業については，

公的機関であるREVICの支援決定が公表・周知されることによって信用力が
回復し，取引先企業や従業員の不安感が軽減・払拭されるなど経営上，様々

な形で恩恵をもたらすと考えられる。したがって，中小企業であっても「信

用補完」につながることが明白な場合には，対象企業と協議し，関係者の意

向に沿って社名を公表することもある。

以上に加え，REVICでは，事業年度ごとに業務実績に対する評価を公表す
ることが義務づけられている。また，大企業については，個々の事業再生支

援が完了するたびに，それに対する評価を公表することになっている。

４．社債の取り扱い

再生支援業務の見直しについて主要なものは以上の通りである。以上のほ

かに，支援対象企業が発行した社債の取り扱いに関しETICでは特段の定めが
なかったが，REVICでは，社債権者集会において社債の元本減免が決議され
た場合には，まずREVICが社債の元本減免が事業再生上，不可欠か否か確認
し，次に裁判所はREVICの確認を考慮に入れた上で社債の元本減免を認可す
ることになった。こうした枠組が整備されたことで，支援対象企業は事業再

生計画に社債の元本減免を盛り込むことが不可能ではなくなった。なお，帝

国データバンクの保有する企業財務データベース「COSMOS １」から社債を利
用している中小企業を抽出・分析した林・原畑［２０１３］によると，１９９９年から

２００９年にかけてデータベースに登録されている中小企業（中小企業基本法に

準拠した企業）４０６,３４６社のうち，社債を利用しているものは１８,９５１社であり，
中小企業全体の４.６６％にすぎないという２）。
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Ⅳ．改組時の根拠法改正とREVICの新業務

REVICは，改組時の根拠法改正に伴って地域経済活性化支援が主要業務に
加わるなど業務が大幅に拡大・多様化した。本章では，REVICが取り組むこ
とになった新規業務の内容を概観する３）。

１．特定経営管理

特定経営管理（ファンド運営業務）とは，REVICが単独または民間部門と共
同で事業再生・地域活性化ファンドの運営子会社を設立し，その経営管理を

行う業務を指す。ファンドの法的な器（vehicle）となるのが「投資事業有限責
任組合」である。同組合の主な特徴は，①共同出資からなる事業組織，②法

人格を持たない，③構成員課税が適用される，④事業活動に従事し無限責任

を負う無限責任組合員（GP；General Partnership）と，事業活動に従事せず有限
責任にとどまる有限責任組合員（LP；Limited Partnership）から構成される，⑤
財産は組合員共有で組合財産が存在する，⑥組合員の持分処分や組合からの

脱退が制限される，である４）。

ETICでは，もっぱら支援対象企業に対する直接支援（事業再生計画の策定
支援，出融資，債務保証，専門家の派遣など）が行われてきた。他方，REVIC
では，こうした直接支援に加えて事業再生・地域活性化ファンドを通じて間

接的に支援する仕組みが整えられた。すなわち，REVICがファンドを運営す
る子会社を設立し，その子会社の経営管理を行う。そしてその子会社がファ

ンドのGPを務め，REVICはその子会社に対する専門人材の派遣などの形で間
接的に事業再生や地域経済活性化を支援することになった。こうしたファン

ド方式をREVICが取り入れた背景には，ETICの直接支援方式では，中小企業
の場合には費用対効果が低い，実際に取り組むことのできる案件数に限界が

あるというデメリットが指摘されていたのに対し，ファンド方式はREVICが
民間部門と適切に協調できれば「数」においても「範囲」においても効果的に事

業再生支援と地域経済活性化支援を手掛けられる点が評価されたことがある。

こうしてREVICでは，２０１３年６月２８日に事業再生・地域活性化ファンドの
運営業務に携わる１００％子会社として「REVICキャピタル株式会社」が設立さ
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れた。上述のように，２０１２年度の補正予算においてREVICに３０億円の財政支
出が手当てされたが，その３０億円は直接的にはREVICキャピタルへの出資に
充てられた。同日以降，このREVICキャピタルをGPとして，民間部門が設立
したファンド運営会社と共同で，全国各地に事業再生・地域活性化ファンド

を組成することになった。REVICキャピタルはREVICからの出資金を主な原
資に１ファンド当たり全体の１〜２％分を出資し，それを呼び水として総額

２,０００億円規模のファンドを全国各地に立ち上げることを想定していた。
REVICキャピタルと民間部門との具体的な共同の方法としては「共同運営方
式」と「合弁方式」が想定される。前者はREVICキャピタルと民間部門が共同で
ファンドのGPとなる運営会社を設立する方法で，後者はREVICキャピタルが
単独でファンドのGPとなる運営会社を設立し，その運営会社と民間部門の設
立した運営会社がともにファンドのGPとなる方法である。
近年，２０１３年３月末の中小企業金融円滑化法の廃止とともに不良債権が一

気に増加する事態を避けるべく，その前後に全国各地で地域金融機関が不良

債権予備軍の事業再生支援を手掛けるファンド＝地域再生ファンドを相次い

で設立した。しかしながら，地域によってはファンドを運営する専門知識・

ノウハウを備えていないため，REVICの設立時には，地域内に地域再生ファ
ンドが存在しない「ファンド空白地帯」が数多く見受けられた。金融庁が作成

した「地域における事業再生ファンドの組成状況」によると，２０１３年３月末時

点で全国４７都道府県のうち地域再生ファンドが設立されていたのは１７にとど

まっていたという（金融庁［２０１３］，５頁）。REVICの特定経営管理は，ひとつ
には，こうした事態を打開して全国各地に事業再生ファンドを根づかせ，専

門人材の派遣によって中小企業の事業再生を支援し，かつ地域金融機関で再

生支援業務に携わる人材の能力を高めることを目的としている。

REVICはまた，事業再生支援に加えて地域経済活性化支援を任されること
になったが，REVICの特定経営管理は，もうひとつには，地域経済の面的再生・
活性化に貢献する事業を支援することを目的としている。REVICの地域活性
化ファンドは「地域金融機関支援型ファンド」と「テーマ型ファンド」に分けら

れる。前者の目的はREVICが有する専門知識・ノウハウを地域金融機関へ移
転することである。後者の目的は地域経済活性化の鍵を握る特定の産業を育
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成することである。テーマについては，地域金融機関，企業，地方公共団体

等を対象にヒアリングを実施し，REVICは各地域で共通して関心の高い「観
光」，「ヘルスケア」，「ものづくり産業をはじめとする地域中核企業」の３つに

焦点を当てることとした（地域経済活性化支援機構［２０１５］，６頁）。

２．特定専門家派遣

特定専門家派遣とは，REVICが事業再生支援と地域経済活性化支援に従事
する主体 　　 金融機関，金融機関が設立した事業再生子会社（金融機関が会
社分割または現物出資により企業に対する貸出債権を移転し，その対価とし

て当該企業の株式の全部を取得することとなったもの），および事業再生・地

域活性化ファンドの運営会社 　　 に対して専門家を派遣する業務を指す。上
述のように，REVICには，全国各地から事業再生，地域経済活性化，法務，
会計，金融などの専門家が多数集まっており，案件に応じて必要な処方箋を

提供できる体制が整っている。この業務は，地域において事業再生・地域経

済活性化支援に日々取り組んでいる金融機関等の業務遂行能力を向上させる，

つまり「地域の再生現場の強化」を図るため，REVICが専門家を派遣し，専門
知識・ノウハウを提供するものである。直接支援の場合には，専門家を支援

対象企業に派遣するが，特定専門家派遣では，専門家を事業再生・地域経済

活性化支援に従事する組織に派遣する。この点で両者は異なる。具体的には，

REVICから派遣された，事業再生支援に関する専門家は支援対象企業の財務
内容を検証したり，事業再生計画案の精査を行ったりし，地域経済活性化支

援に関する専門家は地域経済活性化に向けた取組に対し観光バリューチェー

ン分析等を実施し，それに基づいた助言等を行う５）。

この業務は手続上，金融機関等が支援業務を遂行する上で必要となる場合

にREVICに対して専門家の派遣を申し込むことで実行に移される。REVICは
申込を受ければ，「特定専門家派遣決定基準」にしたがって，速やかに派遣す

るか否かを決定しなければならない。同基準は具体的には次の２つである。

・専門家の派遣により，派遣先において事業再生・地域経済活性化事業活

動の支援業務を円滑に実施することができると見込まれること

・派遣先の業務の実施体制に照らし，専門家の派遣が必要であると認めら
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れること

また，REVICは四半期ごとに特定専門家派遣を行った件数を公表すること
が義務づけられている。

地域において事業再生支援に従事する人材が不足していることが，有識者

からたびたび指摘される。たとえば，２００３年から０７年にかけて産業再生機構

（IRCJ；Industrial Revitalization Corporation of Japan）で産業再生委員を務めた翁
百合・日本総合研究所副理事長によると，２０００年代前半に事業再生ビジネス

は大きく進展し，人材の点でも裾野は格段に拡大しているものの，その質は

必ずしも全国レベルで担保されず，現状でも東京都以外の地域で事業再生支

援に従事する人材やターンアラウンド・マネージャーが不足しているという

（翁［２０１３a］，１９頁）。
また，今現在，REVICにおいて地域経済活性化支援委員会委員長を務める
松嶋英機氏は次のように述べている。すなわち，都道府県単位で見ると，（再

建型の法的整理を代表する）民事再生手続の年間申立件数が１桁にすぎない

ところが多く，年によってはゼロの地域すらある。それに対し，（清算型の法

的整理を代表する）破産手続の同件数は数百件にも達している。こうした事態

は，地域では事業再生に関するノウハウを十分に備えた弁護士や公認会計士

が少ない，またはそのようなノウハウを備えていたとしても民事再生手続に

労力を費やしたくない（裏を返すと簡便な破産手続を選択したい）という意識

が強いために生じている（松嶋［２０１３］，２５頁）。

ここで実際のデータに照らして松嶋氏の主張を検証していこう。図表１は

２００８〜１４年度の地域別企業倒産形態を集計したものである。再建型法的整理

（民事再生法＋会社更生法）の清算型法的整理（破産＋特別清算）に対する比率

を見ると，全国平均は５.３８％であるが，東京都は３.３４％，愛知県は３.８３％と都
市圏であっても平均を大幅に下回っている。また，この比率については，興

味深いことに近畿地方が９.８６％と平均を大きく上回り，特にその中心である
大阪府が１１.３７％と全国一を誇っている。このように，松嶋氏の主張とは異な
り，近畿地方を除いて地域だけでなく都市圏でも事業再生に関するノウハウ

や，労力を要する再建型法的整理を選択しようという熱意を十分に備えてい

た弁護士や公認会計士はさほど多くないのである。

金沢大学経済論集　第３７巻第２号　　２０１７.３



地域経済活性化支援機構の実績と役割　　（加藤）

－１０５－

 

図
表
１
　
２０
０８
〜
１４
年
度
の
地
域
別
企
業
倒
産
形
態
の
平
均
値（
単
位
：
社
）

全
国
合
計

全
国（
４７
都
道

府
県
）平
均

沖
縄
県

九
州
地
方

四
国
地
方

中
国
地
方

近
畿
地
方

中
部
地
方

関
東
地
方

東
北
地
方

北
海
道

（
７
県
合
計
）

（
４
県
合
計
）

（
５
県
合
計
）

（
７
府
県
合
計
）

大
阪
府

（
５
県
合
計
）

愛
知
県

（
１１
都
県
合
計
）

東
京
都

（
６
県
合
計
）

２４
６６
.７

５２
.５

１９
.４

２６
４
.７

９６
.９

１０
６
.０

６６
６
.０

４０
２
.７

２５
２
.３

１３
３
.４

８９
０
.０

３６
３
.７

７５
.０

９６
.４

A．
銀
行
取
引
停
止

９５
３８
.４

２０
２
.９

４７
.０

５５
６
.９

１７
７
.６

４１
３
.４

２４
４８
.４

１２
７５
.４

１０
２４
.９

６１
２
.７

４１
８０
.０

２０
５９
.９

３７
０
.４

３１
９
.９

B．
破
産

５１
５
.３

１１
.０

２
.７

３２
.１

８
.７

１５
.３

２４
４
.０

１４
６
.７

４３
.１

２３
.７

１３
２
.９

６６
.０

１９
.１

１７
.３

C．
民
事
再
生
法

３０
４
.０

６
.５

２
.１

２５
.７

１０
.０

１５
.４

４５
.３

２４
.３

２１
.１

９
.７

１５
４
.４

１０
１
.３

１８
.７

１１
.１

D．
特
別
清
算

１４
.７

０
.３

０
１
.６

０
.７

０
.６

１
.９

１
.０

０
.９

０
.１

８
.４

６
.３

０
.７

０
E．
会
社
更
生
法

２３
１
.１

４
.９

７
.７

１１
.０

８
.７

１７
.０

２
.０

１
.４

１２
.０

０
８２
.７

４
.９

５３
.３

３６
.７

F．
そ
の
他

５
.３８
％

５
.５
２
％

５
.７９
％

５
.０３
％

３
.７０
％

９
.８６
％

１１
.３
７
％

４
.２１
％

３
.８
３
％

３
.２６
％

３
.３
４
％

５
.１０
％

５
.２
２
％

（
C＋
E）
/（
B＋
D）

（
出
所
）企
業
共
済
協
会『
企
業
倒
産
調
査
年
報
』２
００
８
〜
１４
年
度
版
を
基
に
筆
者
作
成
。

（
備
考
）東
北
地
方
は
青
森
県
，
岩
手
県
，
宮
城
県
，
秋
田
県
，
山
形
県
，
福
島
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
関
東
地
方
は
茨
城
県
，
栃
木
県
，
群
馬
県
，
埼
玉
県
，
千
葉
県
，
東
京
都
，
神
奈
川
県
，
新
潟
県
，
山
梨
県
，
長
野
県
，
静
岡
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
中
部
地
方
は
富
山
県
，
石
川
県
，
愛
知
県
，
三
重
県
，
岐
阜
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
近
畿
地
方
は
福
井
県
，
滋
賀
県
，
京
都
府
，
大
阪
府
，
兵
庫
県
，
奈
良
県
，
和
歌
山
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
中
国
地
方
は
鳥
取
県
，
島
根
県
，
岡
山
県
，
広
島
県
，
山
口
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
四
国
地
方
は
徳
島
県
，
香
川
県
，
愛
媛
県
，
高
知
県
か
ら
成
る
。

　
　
　
九
州
地
方
は
福
岡
県
，
佐
賀
県
，
長
崎
県
，
熊
本
県
，
大
分
県
，
宮
崎
県
，
鹿
児
島
県
か
ら
成
る
。



－１０６－

ともあれ，以上から，特定専門家派遣は，全国的に事業再生・地域経済活

性化支援に積極的に取り組む専門人材が不足している現況の下で，それを地

道に改善していくために導入されたことが理解されよう。

Ⅴ．２０１４年３月の法改正とREVICの新業務

２０１４年３月１３日に「株式会社地域経済活性化支援機構法の一部を改正する

法律案」が国会に提出され，同年５月９日に同案が可決・成立し，同月１６日に

公布，１０月１４日に施行された。この法改正は，REVICが自らの役割をより効
率的に果たせるように制度上の改善を施したものだけでなく，安倍政権がア

ベノミクスの一環として成長戦略を実施するに際して，公的機関である

REVICにも（組織の性格上，担当するのが適切なものについて）新たな役割を
担わせたものをも含んでいる。この法改正によって，REVICは既存業務につ
いては「特定専門家派遣」の拡充が図られるとともに，新規業務として「特定組

合出資」と「特定支援」（特定債権買取）が追加されることになった。以下では，

既存業務の拡充については簡単に触れるにとどめ，新規業務についてはその

内容と導入された背景をやや詳しく見ていくこととする。

１．既存業務の拡充

上述のように，２０１４年３月の法改正によって，REVICは既存業務について
は「特定専門家派遣」の拡充が図られた。具体的には，特定専門家派遣は従来，

事業再生・地域活性化ファンドの運営会社，金融機関等に限定されていたが，

法改正によって派遣先の対象範囲をREVICが関与するファンド，金融機関等
の支援対象企業にまで拡大することになった。その狙いは事業再生・地域経

済活性化支援の実効性をより高めることにほかならない。

２．特定組合出資

REVICは従来から特定経営管理として，子会社のREVICキャピタルがGPを
務める形で民間部門と共同で各地に事業再生・地域活性化ファンドを組成し

てきた。特定組合出資は，こうしたREVICのファンドに対するGP出資に加え，
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LP出資を行えるようにした業務である。つまり，特定組合出資の下では，
REVICは個々の意思決定には関与せず，純粋な投資家に徹することになる。
この業務は表向き，REVICの出資形態の選択肢を広げ，ファンドの設立を
より促進するためであるとして導入されたが，実際には民間部門の「民業圧

迫」批判に応えるために導入されたといってよい。安倍政権は２０１３年１月に

「緊急経済対策」を公表したが，その中に「成長による富の創出」を実現させる

ための一施策として，官民ファンドの新設や機能拡充が盛り込まれた。ETIC
からREVICへの改組・機能拡充はその一環と位置づけられる。しかし，まも
なくして機能拡充が図られた既存の官民ファンドに対し，民間部門から民業

を圧迫しているという批判が向けられるようになった。『日本経済新聞』２０１３

年７月１１日付記事では，「官製ファンドによる民業圧迫が起きている。特に（経

営不振企業を再生させる）事業再生ファンドが駄目になってしまった」という

高木新二郎弁護士（元IRCJ産業再生委員長）の発言が紹介されている。このよ
うな情勢の下で，政府は２０１３年５月に官民ファンドの運営状況をチェックす

る「官民ファンド総括アドバイザリー委員会」を設置し，同委員会は同年９月

に「官民ファンドの運営に係るガイドライン」を公表した。その中で，官民ファ

ンドは投資に際して「民業圧迫の防止や競争に与える影響の最小限化」を図る

必要があるとされた。以上を踏まえてREVICは，民間部門の批判に配慮し，
政府の方針にしたがう形で，新たに特定組合出資に取り組むことになった。

３．特定支援（特定債権買取）

特定支援（特定債権買取）とは，過剰債務を抱えているものの，再チャレン

ジによって地域経済活性化に貢献する気概と可能性を備えた経営者を支援す

るため，REVICが金融機関等から当該企業に対する債権だけでなく経営者保
証の付された債権をも買い取り，主債務と保証債務の一体整理を行う業務で

ある。特定支援は，いわばREVICが関与する清算型の私的整理手続であり，
活用場面として廃業（→転業），第二会社方式で旧会社（Bad会社）を清算する
場合，事業譲渡後に会社を清算する場合等が想定される。

この業務は手続上，そのような経営者が保証債権を有する金融機関と連名

で，REVICに対して特定支援を申し込むことで実行に移される。REVICは申



－１０８－

込を受ければ「特定支援決定基準」にしたがって，速やかに支援するか否かを

決定しなければならない。同基準の要点は具体的には次の２つである。

・創業など６）地域経済活性化を目的に行われる債務整理であること

・債務整理について以下の要件を満たすこと

（ⅰ）当該経営者が弁済に誠実で，関係金融機関等（金融機関など債務整理

に際して協力を求める主体）とREVICに対して適時・適切に財産状況
のディスクロージャーを行っていること７）

（ⅱ）関係金融機関等にとって債務整理が経済合理性にかなうと期待でき

ること。つまり，特定支援の活用により，当該企業の主債務と当該

経営者の保証債務について清算型の法的整理よりも多くの回収を得

られると見込まれること８）

（ⅲ）弁済計画に次の５項目が含まれていること。①当該経営者にとって

債務整理がどれほど再チャレンジ（創業など地域経済活性化に貢献

する活動）に役立つのか，②財産の状況，③保証債務の弁済計画（原

則として特定支援決定から５年以内に完済するもの），④資産の換

価・処分方針，⑤関係金融機関等に要請する保証債務の減免，期限

の猶予，その他の権利変更の内容。なお，特定支援では，弁済計画

は現存資産に基づくものでなければならない。原則として，将来の

収益に基づく弁済計画を立てることはできない

（ⅳ）弁済計画が将来の収益による弁済を含んだもの，すなわち事業再生

を織り込んだものである場合には，REVICの事業再生支援手続，ま
たはREVICが定める「再生支援決定基準」に準ずる基準を備えた私的
整理手続９）を活用することによって事業再生の達成が担保され，さ

らにそれが事業再生計画で確認されること

（ⅴ）弁済計画の内容について労働組合等と話し合う機会を設けること

REVICは，特定支援を行うと決定した場合は，まず関係金融機関等の選定
と，整理が必要な債権額の確定を行う。次に，関係金融機関等に対して期日

（３ヵ月以内）を提示した上で，債権買取（または弁済計画に沿った債権管理・

処分＝債権回収・放棄）への同意を求める。その際にREVICは求められれば，
関係金融機関等に足を運んで弁済計画や債権買取価格の算出根拠を説明し，
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かつ質疑にも誠実に対応し，債権買取に同意が得られるように努力を重ねる。

つまり，REVICは債権者間調整機能を発揮するのである。REVICの債権買取
価格は，弁済計画を勘案した適正な時価を上回らない価格であることが必要

となる。それは，基本的には，開示される当該企業・経営者の財産状況を前

提に，債権の回収可能性等を考慮して算出されるものであり，個々の案件ご

とに種々の要素を勘案して行われるものと考えられる。なお，買取等申込期

間中に関係金融機関等（の一部）が債権回収や担保権の行使に乗り出すと当該

経営者の債務整理に支障を来たすと判断される場合は，REVICはすべての関
係金融機関等に対し，回収等（流動性預金の拘束を含む）の停止を要請するこ

とになる。また，どこからも買取申込がなかったり，必要債権額に満たなかっ

たりした場合には，REVICは特定支援を撤回することになる。
以上が特定支援の概要であるが，この業務においてREVICは当該企業の財

務調査，当該経営者の私財調査や弁済額の確定，および債務整理に向けて債

権者間調整を行う。

さて，この業務はアベノミクスの第３の矢である成長戦略の実施に伴って，

公的機関であるREVICが新たに担うことになったものである。成長戦略の指
針を示した「日本再興戦略」（２０１３年６月１４日閣議決定）の中で，中小企業・小

規模事業者のイノベーション能力の向上には産業の新陳代謝の促進が必要で

あり，新事業創出の促進によって開業率が廃業率を上回る状態を確保するこ

とと，開・廃業率を米国・英国と同水準の１０％台にまで高めることが目標と

して掲げられた。日本の開・廃業率の現況は次の通りである。総務省の「経済

センサス活動調査」では，２００９〜１２年の開業率は２.６６％であるのに対し，廃業
率は６.７２％であった。このように廃業率は開業率を４.０６％上回ったが，この差
は過去最大であった１０）。

そして「日本再興戦略」に掲げられた目標を達するための一施策として，

２０１４年２月から「経営者保証に関するガイドライン」（以下，ガイドライン）が

適用されている。ガイドラインは全国銀行協会と日本商工会議所が強制力の

ない自主ルールとして策定した，中小企業経営者の個人保証に関する指針で

ある。経営者保証は経営への規律づけや「信用補完」として資金調達の円滑化

に寄与するメリットを有する。特に後者のメリットを求めて，一般的に不動
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産等の担保が不足している中小企業は８割以上が銀行借入に際して経営者本

人が返済を保証している。しかし，その一方で経営者保証は早期事業再生や

経営者の再チャレンジを妨げるというデメリットを有する。すなわち，経営

者保証に依拠して借入を行った中小企業が経営難に陥れば，経営者は私財を

売り払って弁済しなければならない。したがって，早期に私的整理等に踏み

切れば事業再生が可能な場合や，早い段階で現在営んでいる事業から撤退し

転業することが適切な場合であっても，経営者個人が財産没収を恐れて着手

せず，事業価値・財務内容がさらに毀損・悪化し，最終的には著しい債務超

過を伴って倒産に至るという事態がしばしば生じていた。そうなると，経営

者は破産等の法的整理に追い込まれ，起業家として再チャレンジすることは

極めて難しくなる。その具体的な内容は次の通りである。経営者が自己破産

した場合，原則として自由財産（現金９９万円等）以外は保証債務の弁済に充当

され，生活基盤の大半を失ってしまう。加えて，官報に公示され，信用情報

登録機関に登録されると，再度の借入が制限を受ける。こうして再チャレン

ジは非常に困難なものとなる。そこで，ガイドラインでは，保証債務の履行

基準（残存資産の範囲）として，保証人の手元に残す資産の範囲について，自

由財産に加えて「一定期間の生計費」に相当する現預金や「華美でない自宅」を

含めることを検討することとし，経営者に早期事業再生や再チャレンジに着

手するインセンティブを与えている１１）。

地域社会・経済では，起業家をはじめ経営人材を確保することは容易では

ない。その意味で，従来の事業から撤退したとしても，企業を実際に経営し

たり，それをやむなく破綻させたりした経験や教訓は次の機会に活かせるこ

とを考えれば，地域社会・経済にとどまり，再チャレンジする意欲を持った

人材はむしろ貴重である。そのような人材に捲土重来の機会を与えることは，

産業の新陳代謝の促進と地域経済活性化に資すると考えられる。

以上の経緯から，安倍政権は公的機関であるREVICに「特定支援」という新
たな任務を与え，公的に経営者の再チャレンジを支援することとなった。そ

して，これによりREVICが再生支援業務を行うに際して，その対象は法人か
ら自然人にまで拡大するに至った。
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Ⅵ．REVICの実績

本章では，REVICが公表している各種資料にしたがって，REVICのここま
での実績を事業再生支援に関するものと地域経済活性化支援に関するものに

分けて分析する。ただし，前者については，REVICの前身であるETICのもの
も併せて分析することとする。

１．事業再生支援の実績

まず，直接支援の実績について概観する。ETICとREVICが手掛けた事業再
生支援の概況は図表４と図表５の通りである。ETICの取扱件数は２００９年１０月
の設立から１３年３月の改組までに２８件に上り，REVICが支援を決定した件数
は２０１６年３月末時点で４７件に上り，累計で７５件に達した。IRCJが２００３年４月
の設立後に約２年の支援決定期間内に４１件の支援を決定したのに対し，ETIC
とREVICの支援決定件数は約６年５ヵ月で７５件にとどまっている。そのうち
REVICの支援件数は約３年で４７件である。時代背景が異なり，単純な比較は行
えないものの，ETICとREVICの支援決定件数はやや伸び悩んでいるといえよう。
その理由として次の４つが考えられる。第１に，ETICの設立当初に日本航

空グループという超大型案件を手掛け，人的資源が一時的に不足したことで

ある（帝国データバンク［２０１１］，２頁）。第２に，経済環境の違いである。

IRCJの支援決定期間である２００３年４月〜０５年３月は，邦銀が膨大な不良債権
を抱え，その処理が経営上，喫緊の課題となっていた時期である。その中で

も大手金融機関は２００２年１０月に公表された「金融再生プログラム」によって不

良債権比率を０５年末までに半減するように求められ，不良債権の抜本処理の

一環としてIRCJを適宜，活用した。他方，ETICが設立された２００９年１０月には
不良債権問題はすでに峠を越えており，邦銀の自己資本比率は２０００年代前半

に比べて格段に高まっていた。加えて，ETIC設立直後の同年１２月には中小企
業金融円滑化法が施行され，それを受けて邦銀は経営難に陥った融資先企業

にリスケジュール（融資期間の延長，利息の減免など返済条件の緩和）で対処

する傾向が強くなった。こうした経済環境の下で，邦銀は総じてETICの活用
に消極的であったと推察される。
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第３に，他の外部支援機関と競合したことである。ETIC，REVICと競合す
る代表的な外部支援機関が中小企業再生支援協議会である。協議会の事業再

生支援（協議会スキーム）は窓口相談（第１次対応）と再生計画策定支援（第２

次対応）から構成される。ETICとREVICが融資，債務保証，出資，人材の派
遣等の機能を備え，「外科手術」的な再生支援を得意とするのに対し，協議会

は出融資機能や債務保証機能を持たず，「内科検診」的な再生支援に特化して

きた。もともと協議会では，プロジェクトマネージャー（統括責任者）の多く

を地元の地方銀行出身者が務め，地域金融機関との親和性が高いといわれる。

協議会は２００３年に各都道府県に設置されてからここまで順調に活動実績を積

み上げ，高い「評判」を得ている。このように協議会が地域に根づいてきたの

に対し，REVICは２０１３年１０月に大阪オフィスを開設するまでは窓口が東京に
限られ，東京とその周辺以外の地域金融機関にとっては使い勝手が良くな

かった１２）。また，邦銀は融資先企業の事業再生支援に際して，金融支援につ

いては近年，リスケジュールだけを実施する傾向が強くなっている。実際に

協議会では，再生計画策定支援が完了した企業の数は２０１５年度末までに累計

で１１,０５１社に達するが，そのうち金融支援としてリスケジュールを受けた企
業は９,７２２社（８８％）であったが，同年度第４四半期は５３３社のうち４７６社（８９.３％）
に達している（図表２）。ここから邦銀が「官製の事業再生ファンド」として融

資，債務保証，出資，人材の派遣等の機能を備え，「外科手術」的な再生支援

を得意とするETICとREVICをあえて活用しなかったことがうかがえる１３）。
第４に，もしかすると，ETICとREVICが過度に慎重な姿勢で支援するか否
か判断していること，あるいはETICとREVICからすると，事業再生支援には
値しないと判断せざるを得ない案件が大多数を占めていることである。

REVICは２０１２年４月から１６年３月末までに７０９件の相談を受けたものの，支
援決定は４７件（６.６％）にとどまった。前身のIRCJは持ち込まれた案件を事前相
談の段階で峻別し，自身の手に余る，すなわち国民負担に直結しかねない案

件は引き受けなかった。亀澤［２００９］でも，IRCJの支援決定が４１件にとどまっ
たことについて「比較的良好な案件を中心に手がけたとの見方もできよう」

（亀澤［２００９］，３６頁）と述べられている。このような慎重な姿勢をETICと
REVICが継承したため，支援決定件数が伸び悩んでいるかもしれない。他方，
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REVICの渡邊准常務取締役は「地域金融機関から持ち込まれる案件は破綻懸
念先が多いが，要管理先の段階で再生を決断し持ち込んでもらえると，活路

が見出しやすくなる」（金融財政事情研究会［２０１４］，６頁）と述べている。こ

のようにETIC，REVIC側と金融機関側との間で認識にギャップがあり，ETIC
とREVICからすると，要管理先債権に属する企業の事業再生支援を手掛けた
いものの，金融機関は破綻懸念先に属する企業の事業再生支援を要請する傾

向が強いことが支援決定件数の低迷につながっているのかもしれない。

次に，事業再生ファンドを通じた間接的な支援の実績について概観する。

図表３のように，REVICの子会社であるREVICキャピタルが金融機関と共同
で設立した事業再生ファンドは，REVICが２０１３年３月に改組・機能拡充に伴っ
て特定経営管理を手掛けることになり１年以上経つものの，１６年３月末時点

で累計３件にとどまっている。しかも２０１４年度以降は組成実績がまったくな

い。各ファンドの規模は３０〜３３億円で，総額は９３億円にとどまった。上述の

ように，REVICは当初，１ファンド当たり全体の１〜２％分を出資し，それ
を呼び水として総額２,０００億円規模のファンドを全国各地に立ち上げること
を想定していたが，それとはかけ離れた結果となった。

REVICの事業再生ファンドの組成実績が伸び悩んだ最も大きな理由として，

図表２　協議会スキームにおける再生計画策定支援を完了した企業に対する
金融支援の手法

２０１５年度
第４四半期

累　積

金融支援の手法
割合
（％）

企業数
（社）

割合
（％）

企業数
（社）

７.１３８７.９８６９債務免除の実施

０.６３２.８３１１直接放棄

６.６３５５.０５５８譲渡・分割による第二会社方式

０.４２０.６６９金融機関，取引先からの借入金の株式化（DES）
３.２１７３.５３８３金融機関による借入金の資本的劣後ローン化（DDS）
１１.６６２２.９３２１協議会版資本的借入金

８９.３４７６８８.０９,７２２リスケジュール（返済条件の緩和）

５３３１１,０５１完了企業数

（出所）中小企業庁［２０１６］，１２頁。
（備考）金融支援を複数受けている企業がある。
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中小企業基盤整備機構が組成する中小企業再生ファンド（地域再生ファンド）

と競合していることが挙げられよう。中小機構は２００３年４月に根拠法の改正

によって中小企業再生ファンドへの出資が業務として追加され，０４年１月か

ら全国各地に中小機構が地域金融機関や地方自治体と連携しながら出資した

ファンドが立ち上げられている。図表４のように，組成実績は直近２年で急

増し，２０１３年度末で件数は４３件，総額は１,３６４億円，そのうち中小機構の出資
約束額は６０８億円に上っている。REVICが組成したファンドが当初の想定であ
る２,０００億円規模を大きく下回ったのは，中小機構がこれまでに組成したファ
ンドの規模が平均すると約３１.７２億円であることに照らすと，単純に見積もり
が甘かったといえる。

ともあれ，REVICが今後，事業再生ファンドの新設に関与することはほと
んどないと考えられる。その理由は，ひとつは同ファンドについては「一県一

ファンド」がすでにほぼ達成されたことである。もうひとつは，上述のように，

官民ファンドに対する「民業圧迫」批判が高まる中で，官製の事業再生ファン

ドはその最たるものと見なされていることである１４）。

次に，特定専門家派遣を通じた間接的な支援の実績について概観する。

REVICが２０１３年３月にこの業務を始めて以来，２０１６年３月末時点で専門家の
派遣は累計１１５件に上ったが，そのうち事業再生に関する専門家の派遣は７６件

であり，全体の約２／３を占めた。専門家の派遣は２０１３年５件，１４年３７件，

１５年６４件と年を追うごとに右肩上がりで増えている。このことは，REVICの
事業再生に関する専門家の派遣が徐々に金融界に浸透し，「評判」を高めてい

ることを示唆するとともに，地域において事業再生支援に従事する人材が不

足していることを浮き彫りにしている。
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図表３　REVICの事業再生ファンドの組成実績（２０１６年３月末時点）

組成日
ファンド総額
（億円）

ファンド名
ファンドの
対象

２０１３.９.３０３０やまぐち事業維新ファンド投資事業有限責任組合

地　域 ２０１３.１２.２０３３関西広域中小企業再生ファンド投資事業有限責任組合

２０１４.３.３１３０北海道オールスターワンファンド投資事業有限責任組合

（出所）地域経済活性化支援機構［２０１６］，１５頁。
（備考）ファンド総額はすべて出資約束金額ベース。



地域経済活性化支援機構の実績と役割　　（加藤）

－１１５－

２．地域経済活性化支援の実績

本節では，まずREVICキャピタルが特定経営管理として金融機関等と共同
で設立したり，REVICが特定組合出資としてLP出資を行ったりした地域活
性化ファンドについて概観する。前者については，図表５（組成日欄に記載

のあるもの）が示すように，その数は２０１６年３月末時点で累計２８件（全国３件，

地域２５件）に上っている。２０１３年の実績はゼロであったが，１４年は計７件，１５

年は計２０件，１６年は３月末時点で計１件に上っている。後者については，図

表５（特定組合出資決定日欄に記載のあるもの）が示すように，その数は２０１６

年３月末時点で累計２３件（全国５件，地域１８件）に上っている。２０１４年の実績

は計５件，１５年は計１７件，１６年は３月末時点で計１件に上った。特定組合出

資（LP出資）の合計額は約３０８.９億円であった。なお，REVICキャピタルと
REVICが関与した地域活性化ファンドの総額を合計すると約９５３.５億円であった。
特定経営管理に基づく地域活性化ファンドの設立件数がここ２年，顕著に

伸びている背景には，安倍政権が成長戦略の一環として積極的に地域経済活

性化を推進していることがあると考えられる。すなわち，「『日本再興戦略』

図表４　中小企業基盤整備機構の中小企業再生ファンドの組成実績

組成実績
組成年度

機構出資約束額（億円）ファンド総額（億円）件　数

４７.５０１１０.００３２００３

５９.４０１２０.００５２００４

５４.００１１０.００４２００５

３９.５０８５.００２２００６

１２.６１２５.３２２２００７

０.０００.０００２００８

３３.７４７３.６８３２００９

６０.００２１３.５５３２０１０

１１.５５２４.１０１２０１１

１３５.５０２７５.００１０２０１２

１５３.６０３２７.５０１０２０１３

６０８.４０１,３６４.１５４３合　計

（出所）企業共済協会［２０１４］，２９頁。
（備考）原資料：中小企業基盤整備機構「中小企業再生ファンド組成実績」。
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改訂２０１４」（２０１４年６月２４日閣議決定）には，鍵となる施策のひとつに「地域活

性化と中堅・中小企業・小規模事業者の革新／地域の経済構造改革」が挙げら

れた。そこでは，地域金融機関がREVICと適宜，連携して中小企業の経営支
援を図ること，REVICが主導して，地域の核となる企業の早期経営改善等を
支援するファンド，地域のヘルスケア産業の創出・拡大を支援する「地域ヘル

スケア産業支援ファンド」，および地域の観光業を軸に地域経済の活性化を図

るファンドを設立することが盛り込まれていた。また，地方創生に向け，地

域の人口減少抑制・経済活性化策をまとめた５年間の工程表「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」（２０１４年１２月２７日閣議決定）でも，「地域産業の競争力強化」

を図る上で必要となる政策パッケージの中に「産業・金融一体となった総合支

援体制の整備」，「新事業・新産業と雇用を生み出す地域イノベーションの推

進」，「地域を担う中核企業支援」，および「地域観光づくり」が含まれていた。

こうした政策方針を反映して，REVICキャピタルと金融機関等による地域活
性化ファンドの設立がここ２年，相次いでいると考えられる。

また，特定組合出資については，２２件のうちREVICが運営に関与しないも
のは４件（１８.２％）にとどまった。すなわち，REVICキャピタルがGPを務める
地域活性化ファンドにREVIC本体がLP出資を行うものが２２件のうち１８件
（８１.８％）と大部分を占めた。上述のように，「民業圧迫の防止や競争に与える
影響の最小限化」を図る必要性から，特定組合出資の下では，REVICは個々の
意思決定には関与せず，純粋な投資家に徹することが求められるが，その趣

旨はさほど生かされていない。
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図表５　REVICの地域活性化ファンドの組成実績（２０１６年３月末時点）

組成日
特定組合
出資決定日

ファンド
総額（億円）

REVICの
LP出資

（運営への関与）
ファンド名

ファンド
の対象

１４.１.２４──１０×わかやま地域活性化投資事業有限責任組合
（GP：紀陽リース・キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

地　域

１４.４.３０──５×しがぎん成長戦略ファンド投資事業有限責任組合
（GP：しがぎんリース・キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１４.５.２６──２×青函活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱北洋キャピタル，REVICキャピタル㈱）

１４.５.３０──１０×トリプルアクセル成長支援ファンド投資事業有限責任組合
（GP：山口キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１４.１１.１７
１４.１１.１７

８.６○
（関与あり）

ぐんま医工連携活性化投資事業有限責任組合
（GP：ぐんぎんリース㈱，REVICキャピタル㈱） １５.４.１７
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組成日

特定組合
出資決定日

ファンド
総額（億円）

REVICの
LP出資

（運営への関与）
ファンド名

ファンド
の対象

１４.１１.２１──５０○
（関与なし）

いわて復興・成長支援投資事業有限責任組合
（GP：㈱東北復興パートナーズ）

地　域

１４.１１.２１──５０○
（関与なし）

みやぎ復興・地域活性化支援投資事業有限責任組合
（GP：㈱東北復興パートナーズ）

１４.１１.２１──５０○
（関与なし）

ふくしま復興・地域活性化支援投資事業有限責任組合
（GP：㈱東北復興パートナーズ）

１５.１.１──１０.２×とっとり大学発・産学連携投資事業有限責任組合
（GP：ごうぎんキャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.１.１──１０.２×しまね大学発・産学連携投資事業有限責任組合
（GP：ごうぎんキャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.１.３１１５.１.１６５０○
（関与あり）

NCB九州活性化投資事業有限責任組合
（GP：NCBキャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.２.１──５×飛騨・高山さるぼぼ結ファンド投資事業有限責任組合
（GP：ひだしんイノベーションパートナーズ㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.３.１１５.２.２７１.５○
（関与あり）

やまと観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱AGSコンサルティング，REVICキャピタル㈱）

１５.３.１９──１０×いばらき新事業創出ファンド投資事業有限責任組合
（GP：㈱常陽産業研究所，REVICキャピタル㈱）

１５.３.２０──５×八十二地域産業グロースサポート投資事業有限責任組合
（GP：八十二キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.３.３１１５.３.１３１２○
（関与あり）

ALL信州観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：八十二キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.３.３１──１３×しずおか観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：静岡キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.６.１１５.５.８２０○
（関与あり）

沖縄活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱沖縄活性化ソリューションズ，REVICキャピタル㈱）

１５.７.６１５.６.２９５○
（関与あり）

佐賀観光活性化投資事業有限責任組合第１号
（GP：㈱佐賀キャピタル&コンサルティング，REVICキャピタル㈱）

１５.８.５１５.７.３１３○
（関与あり）

ふくい観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱福井キャピタル&コンサルティング，REVICキャピタル㈱）

１５.９.３０１５.９.１１５○
（関与あり）

千葉・江戸優り佐原観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱RD観光ソリューションズ，REVICキャピタル㈱）

１５.１０.１１５.９.１８３４○
（関与あり）

九州観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱RD観光ソリューションズ，REVICキャピタル㈱）

１５.１０.１──５○
（関与あり）

広域ちば地域活性化投資事業有限責任組合
（GP：ちばぎんキャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.１０.７１５.１０.２１０○
（関与あり）

あわぎん地方創生投資事業有限責任組合
（GP：阿波銀コンサルティング㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.１０.２６１５.１０.２３３○
（関与あり）

高知県観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱四銀地域経済研究所，REVICキャピタル㈱）

１５.１２.１７１５.１０.２１０○
（関与あり）

SI地域創生ファンド投資事業有限責任組合
（GP：池田泉州キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１５.１２.２５１５.１２.１８３.５○
（関与あり）

いばらき商店街活性化投資事業有限責任組合
（GP：㈱常陽産業研究所，REVICキャピタル㈱）

１６.３.３１１６.３.２５１０○
（関与あり）

かながわ観光活性化投資事業有限責任組合
（GP：横浜キャピタル㈱，REVICキャピタル㈱）

１４.９.１１４.１１.２１１００○
（関与あり）

地域ヘルスケア産業支援ファンド投資事業有限責任組合
（GP：㈱AGSコンサルティング，REVICキャピタル㈱）

全　国

──１５.５.８１００程度○
（関与なし）

トパーズ・プライベート・デット１号投資事業有限責任組合
（GP：ディー・シー・パートナーズ）
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次に，特定支援の実績について概観する。REVICが特定支援の実施を決定
した件数は２０１６年３月末時点で累計２４件に上り，買取実行時の債権の元本総

額は２６億８００万円に達した。この制度の知名度が高まるにつれて，利用件数は

今後，いっそう増えていくのではないか。

Ⅶ．地域経済活性化支援機構の出口戦略

本章では，ここまでの議論を踏まえて，REVICが有する機能の存続の要否
について検討し，さらにREVICの特筆すべき役割を見出し，REVICが業務終
了期限を前に，どのように出口戦略（Exit Strategy）を描いたらよいのかについ
て考察する。

Ⅱで触れたように，REVICは根拠法に「サンセット条項」が適用されている
ため，支援決定期限は２０１８年３月末まで，存続期間は最長で２３年３月末まで

と定められている。筆者はREVICの出口戦略を描くに際して，残した実績と
特筆すべき役割を十分に考慮に入れる必要があると考える。支援決定期限や

業務終了期限を迎える頃にREVICが市場から退出した場合，国民経済に悪影
響が及ぶと判断されれば，REVICの存続を含めてその機能を何らかの形で公
的に残すことが適切であろう。

１．REVICが有する機能の存続の要否

前章では，REVICのここまでの実績を事業再生支援に関するものと地域経
済活性化支援に関するものに分けて分析した。本節では，それを踏まえて，

REVICの事業再生支援と地域経済活性化支援に関する機能の存続の要否につ
いて検討したい。まず，事業再生支援について見ていこう。事業再生ファン
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組成日
特定組合
出資決定日

ファンド
総額（億円）

REVICの
LP出資

（運営への関与）
ファンド名

ファンド
の対象

１４.４.１１５.６.２９５２○
（関与あり）

観光活性化マザーファンド投資事業有限責任組合
（GP：㈱RDカンコウソリューションズ，REVICキャピタル㈱）

全　国

１５.４.１０
１５.４.３

２９０.５○
（関与あり）

地域中核企業活性化投資事業有限責任組合
（GP：REVICパートナーズ㈱） １５.９.１８

（出所）地域経済活性化支援機構［２０１６］，１５－１７，２２－２３頁より筆者作成。
（備考）ファンド総額はすべて出資約束金額ベース。
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ドを通じた間接的な支援については，前章での分析から明らかなように，廃

止するのが適切であろう。直接支援については，支援決定件数はやや伸び悩

んでいるものの，現在のところ，REVIC以外に中小企業に対して万全の形で
「外科手術」的な再生支援を実施できる公的機関は事実上存在せず，REVICの
存在意義（raison d'etre）はけっして小さくない。また，後述のように，医療機
関と老人福祉事業者への直接支援は今後，重要性がますます高まっていくと

考えられる。そして，Ⅳで見たように，全国的に事業再生に関する知識・ノ

ウハウを十分に備えた人材はまだまだ不足している。したがって，REVICの
直接支援については，その機能を少なくとも５年，１０年単位で存続させるこ

とが必要であると考えられる。

次に，REVICの地域経済活性化支援に関する機能について見ていこう。
REVICキャピタルが特定経営管理として金融機関等と共同で設立したり，
REVICが特定組合出資としてLP出資を行ったりした地域活性化ファンドは，
ここまでの設立ペースに照らすと，地域レベルでは業務終了期限である２０２３

年３月末までに４７都道府県を網羅すると予想される。地域に根差した地域活

性化ファンドについては，REVICは「民業圧迫」を避けるため，今後は特定組
合出資に軸足を移したり，関与を縮小させたりすることが望ましい。他方，

全国レベルの地域活性化ファンドについては，政府の経済政策（特に産業政

策）を体現させるツールのひとつとして，むしろREVICが積極的に関与してい
くことが求められる。

REVICによる地域経済活性化支援に関する機能の一環である特定支援につ
いては，この制度が導入されてまだ日が浅いものの，２０１６年３月末時点の実

績と制度自体の意義に照らすと，利用件数は伸びていくことが予想される。

したがって，この機能は長期にわたって存続ないし恒久化させることが必要

であろう。

２．REVICの特筆すべき役割と出口戦略

REVICはETICから改組され，２０１３年３月に業務を開始したが，改組時と１４
年１０月の改正法施行によって，業務内容が大幅に拡大・多様化した。その柱

は次の３つである。第１に，従来からの事業再生支援に加え，地域経済活性
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化支援と再チャレンジする意欲を持った経営人材への転廃業支援が新たに始

められた。第２に，ETICはもっぱら支援対象企業への直接支援を行ってきた
が，REVICでは事業再生・地域活性化ファンドを通じた間接支援も可能になっ
た。第３に，専門家の派遣については，直接支援時の支援対象企業への派遣

に加え，事業再生・地域経済活性化支援に従事する主体 　　 金融機関，金
融機関が設立した事業再生子会社，事業再生・地域活性化ファンドの運営会

社 　　 への派遣と，REVICが関与するファンド，金融機関等の支援対象企業
への派遣が可能になった。以上のように，改組後にREVICは事業再生支援だけ
でなく地域経済活性化支援と転廃業支援を手掛けることになり，専門家の派遣

先も金融機関など大幅に拡がった。ETICは「外科手術」的な再生支援に特化した，
いわば単科病院であった。他方，REVICは様々なライフステージ（創業〜退出）
に立つ企業に対し，直接・間接に支援を行える，いわば総合病院となった。

では，以上のように業務内容が大幅に拡大・多様化する中でREVICの特筆
すべき役割はどこに求められるのであろうか。ひとつは，医療機関の事業再

生支援（直接支援）である。ETICとREVICがこれまでに支援決定を行った医療
機関は１８件に上る。全案件に占める割合は２４.０％と約１／４に達する（２０１６年
３月末時点）。最近まで医療機関の事業再生支援を手掛ける公的機関はETIC
とREVICに限られていた。たとえば，REVICと役割が一部重なる中小企業再
生支援協議会は所管官庁が異なることから２０１５年２月まで医療機関の事業再

生支援を認められなかった。したがってETIC設立時の２００９年１０月から，それ
を手掛けているREVICに一日の長が見出せる。
医療機関と企業の事業再生はどちらも収益力の強化と財務体質の改善に

よって達成されるため，その手法・手順が大きく異なることはない。しかし

ながら，医療機関経営には企業経営とは異なる特質が見出せる。それは次の

６つである（羽田［２０１３］，８７－８８頁）。第１に，経営と医業収益の両面で医師

の影響が極めて大きいことである。第２に，医療機関の医業収益が診療報酬

制度により決定されることである。第３に，コストコントロールに困難を伴

うことである。医療機関は医業収益に占める人件費の割合が５０％前後を占め

る労働集約的産業に属し，同時にしばしば高度医療機器の購入を強いられる

装置産業の性質を持っている。第４に，医療機関は医師，看護師に代表され
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るように有資格者の集合体であり，一般に特定の医療機関への帰属意識が低

いことである。それゆえ，企業と同様の指示命令系統が十分に機能しないこ

とも見受けられる。第５に，医療機関に特有の問題点として第三者による経

営の規律づけが働きにくいことである。利害関係のある営利法人の役員が医

療法人の理事や監事を務めることは認められていないため，債権者等がガバ

ナンスを働かせることは困難である。第６に，資金調達の大半が銀行借入に

依存していることである。増資など直接金融はほとんど利用されていない。

こうした経営上の特質を持つ医療機関の事業再生支援については，やはり豊

富な経験に裏打ちされた専門知識・ノウハウを有するREVICに比較優位が見
出せる。今後はREVICがこうした専門知識・ノウハウをどのように他の公的
機関や民間部門に伝承していくかが課題となろう。

また，帝国データバンク［２０１６］によると，２０１５年の医療機関の倒産件数は

２５件となり，２０００年以降については００年の１９件，０１年の２１件に次ぐ低水準と

なった。その一方で，２０１５年の老人福祉事業者の倒産件数は５８件となり，２０００

年以降で最多となった。REVICは，医療機関に類似する老人福祉事業者の事
業再生支援についてほとんど実績を残していないものの，少子高齢化が進展

する中で，これまでに培った医療機関の事業再生支援に関する専門知識・ノ

ウハウを，老人福祉事業者の事業再生支援に応用することも期待されよう。

上述のように，REVICの直接支援については，その機能の長期存続が望ま
れるが，少子高齢化の進展を踏まえると，医療機関と老人福祉事業者への直

接支援については，経営資源（ヒト，モノ，カネ，情報）を手厚く配置するな

ど，それに注力する姿勢が求められよう。

REVICの特筆すべき役割として，もうひとつは出向受入と専門家派遣によ
る事業再生支援と地域経済活性化支援を担う専門人材の育成が挙げられる。

REVICは次のように出向受入に取り組んでいる。REVICは従来，事業再生，
地域経済活性化にかかわる専門人材を育成し，地域へ還流することを目的と

して，金融機関から随時，１〜２年程度の出向を受け入れている。それに加

えて，金融機関からの要望に応える形で，２０１５年１月に「短期トレーニー制

度」を導入した。これは専門人材の育成を６ヵ月の短期間で行うものである。

従来の出向制度が対象年齢を４０歳前後としているのに対し，短期トレーニー
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制度は，企業の「事業性評価」（後述）に関する専門知識・ノウハウの習得を主

な目的とした研修という性格が強いため，対象年齢は引き下げている。

地域金融機関への専門家派遣は，金融庁が公表した「平成２６事務年度金融モ

ニタリング基本方針」（以下，基本方針）と連携したものである。基本方針は地

域金融機関に「地域の経済・産業の現状及び課題を適切に認識・分析するとと

もに，こうした分析結果を活用し，様々なライフステージにある企業の事業

の内容や成長可能性などを適切に評価（「事業性評価」）した上で，それを踏ま

えた解決策を検討・提案（「ソリューションの提供」：筆者注）し，必要な支援

等を行っていくこと」（金融庁［２０１４］，１８頁）を求めている。そしてREVICには，
地域金融機関がこうした要請に応えることを，特定専門家派遣によってサ

ポートすることが期待されている。具体的には，REVICは地域金融機関が融
資先企業に行う「事業性評価」と「ソリューションの提供」について，それを十

分に果たせる人材の育成をサポートすることが求められている。事業性評価

とは，金融機関が現時点での財務データや担保・保証にとらわれず，企業訪

問や経営相談等を通じて情報を収集し，事業の内容や成長可能性などを適切

に評価することを指す。ソリューションの提供とは，融資先企業が直面する

経営課題に対し，金融機関がそれを克服する方策を提示することを指す。こ

こで，事業性評価は金融機関に固有の「審査」と，ソリューションの提供は同

じく金融機関に固有の「モニタリング」と密接に関連すると考えられる。また，

地域金融機関が事業再生・地域経済活性化支援を手掛ける際には，随所で「目

利き」　　 たとえば，事業再生支援では融資先企業のコアコンピタンスを見
定めること，地域経済活性化では競争優位の源泉となる観光資源を見出すこ

と 　　 が大きな役割を果たす。つまり，情報生産機能＝審査・モニタリン
グは銀行業の本質と位置づけられるが，それは事業再生・地域経済活性化支

援の基盤を形成する１５）。言い換えると，情報生産機能の延長線上に事業再生・

地域経済活性化支援は位置することになる。以上から分かるように，基本方

針と連携した専門家派遣は，地域金融機関にとって事業再生，地域経済活性

化にかかわる専門人材の育成に貢献するだけでなく，銀行業の本質であり，

事業再生・地域経済活性化支援の土台となる情報生産機能の強化にもつなが

るのである。
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この点について，ケインズと並ぶ２０世紀最大の経済学者であるシュンペー

ターが，銀行の情報生産機能が産業金融面で果たす役割を重視したことに言

及しよう。彼は，一国の経済発展の原動力である「革新」に対して，情報生産

機能を通じて信用を供与する銀行はなくてはならない存在と位置づけた。そ

して彼は，銀行の情報生産機能がさほど高い水準に達していない経済では，

経済発展機構が十分に働かず，しかも国と時代によっては，銀行が全般的に

情報生産機能の面で低い水準に置かれていることがあり，こうした国や時代

には「資本主義発展史を転じて，破滅史たらしめるに充分である」（Schumpeter
［１９３９］, p.１１７〔邦訳，第Ⅰ巻，１７１頁〕）とまで述べている。以上のように，
シュンペーター経済学に照らすと，銀行の情報生産機能は国民経済上，イン

フラストラクチャーと見なせるのである。

以上のように，出向受入と専門家派遣は事業再生支援と地域経済活性化支

援を担う専門人材の育成に貢献するだけでなく，銀行業の本質であり，ひい

ては国民経済のインフラストラクチャーと位置づけられる情報生産機能の強

化にもつながる。したがって，REVICが現在取り組んでいる出向受入と専門
家派遣については，これらの機能を恒久化させることが必要であろう。

　
注

１）ETICでは，支援対象企業の要請があれば，債権買取等の決定時まで公表を延期する
ことが可能であった。企業名等の公表については，産業再生機構（IRCJ；Industrial 
Revitalization Corporation of Japan）では例外なく行われていたが，ETICでは風評被害
に配慮し，柔軟な姿勢で臨んでいるとされていた。それにもかかわらず，こうした

事態が生じていたことは，風評リスクに対し中小企業がいかに敏感であるかを，政

策当局が過小評価していたことを意味しよう。

２）社債発行は１９９６年１月に適債基準や無担保社債を発行する際に課せられていたファ

イナンシャル・コベナンツ（Financial Covenants；財務誓約事項ないし財務制限条項）
が撤廃・自由化され，中小企業にも社債発行の道が開かれた。さらに，２０００年４月

には，中小企業を対象に特定社債保証制度が導入された。同制度は，財務面で一定

の条件を満たす中小企業が発行する私募債に対し，信用保証協会が債務保証を行う

ものである。保証割合は ８０％であり，取扱金融機関との共同保証を義務づけられ，
保証金額が２億円を超える場合は担保が必要となる。以上を受けて２０００年頃から中

小企業の社債発行が増加している。しかしながら，中小企業の資金調達に占める割
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合としてはごくわずかであり，一般的な資金調達手法として定着しているとはいえ

ない（太田［２０１３］，参照）。

３）REVICは改組時の根拠法改正に伴って，新たに①特定経営管理，②特定専門家派遣，
③特定出資，④特定信託引受を手掛けることになったが，③と④については２０１６年

３月末時点で利用実績がまったくない（④については，２０１４年１０月の改正法施行時

に業務内容が拡充されたものの，その効果は現れていない）。したがって本稿では，

①と②だけを取り上げることとする。

４）ファンドの法的な器に関する詳細な議論については，たとえば加藤［２０１３］を参照さ

れたい。

５）バリューチェーン（価値連鎖）分析は，事業活動を機能ごとに分類し，どの部分で付

加価値が生まれているのか，競争優位の源泉はどこに求められるのかを分析した上

で，事業戦略を構築したり，その改善方法を探ったりするものである。観光バリュー

チェーン分析とは，付加価値を創造するプロセスについて各々の段階を多角的，詳

細に分析した上で，競争優位の源泉となる観光資源（景観，自然資源，文化・歴史資

源，建築物，食文化，農林漁業，畜産業など）を見出し，それを基軸として地域経済

活性化策を構築したり，その改善方法を探ったりするものである。

６）より詳しくは，創業，事業再生，経営参加，被雇用者として事業の拡大に寄与する

ことなどを指す。

７）手続上，当該経営者にはディスクロージャーの正確性について表明保証を行うこと

が求められるとともに，支援専門家 　　 弁護士，公認会計士，税理士など保証人の
債務整理を支援する専門家 　　 がそれを担保すべくデュー・デリジェンス（資産の
適正評価手続）を行ってREVICに「私財調査報告書」を提出し，REVICから関係金融機
関等に同書が提示されることになる。

８）清算型の法的整理の場合，当該企業の資産は早期の処分・換価を迫られるとともに，

当該経営者は破産者のレッテルを貼られ，資産売却時の相対交渉ではいわゆる「買い

叩き」によって不合理に安い価格での売却を余儀なくされることもあるが，特定支援

の場合，後述のように，保証債務の弁済計画は「原則として特定支援決定から５年以

内に完済するもの」とされ，当該企業の資産を早期に処分・換価する必要がなく，

「買い叩き」を回避することができる。したがって，当該企業が著しい債務超過に陥っ

ていない限り，この要件を満たすことはさほど困難ではなかろう。

９）ただし，準則型私的整理手続 　　 利害関係のない公正・中立な第三者が関与する
私的整理手続 　　 に限られる。具体的には，中小企業再生支援協議会スキーム，事
業再生ADR等が同手続に該当する。

１０）数値は「経済センサス活動調査」を分析した原田［２０１５］，１２頁による。

１１）また，経営者保証はリスクを伴う大胆な事業展開を阻害するというデメリットも有

する。経営者保証を付ければ，大胆な事業展開が失敗に終わり，多大な損失を被っ

て経営が窮境に至った場合，経営者は個人資産を失いかねないため，リスクに挑む
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のは容易ではなくなる。つまり，経営者保証は経営者がリスクを回避し，保守的な

経営を行う傾向を高めてしまう。

１２）ただし，この点については２０１４年１１月に福岡オフィス，１５年４月に仙台オフィスが

開設され，アクセスの改善が図られている。

１３）協議会のほかに「事業再生ファンド」，「中小企業支援ネットワーク」，および「経営革

新等支援機関」（認定支援機関）が主な外部支援機関となる。事業再生ファンドについ

ては，たとえば加藤［２０１３］，安東［２０１４］を参照されたい。支援ネットワークは２０１２

年４月に公表された「中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企業の経営

支援のための政策パッケージ」に沿って各都道府県に設立された。主に各地の信用保

証協会が事務局を務める。支援対象の中心は小企業と零細企業である。案件ごとに

事務局が「経営サポート会議」を開き，そこで当該企業，メインバンク，専門家（公認

会計士，弁護士等）などが一堂に会し，事業再生に向けてどのような方策が必要とな

るかが話し合われる。認定支援機関とは，２０１３年８月に施行された「中小企業経営力

強化支援法」に基づき，税務，金融，および企業財務について一定レベル以上の専門

知識と，中小企業の経営支援について３年以上の実務経験を有すると政府に認定さ

れた公的な支援機関を指す。主要な認定支援機関として，商工会や商工会議所など

中小企業支援を本業とする組織のほか，金融機関，税理士・税理士法人，公認会計

士・監査法人，および弁護士・弁護士法人が挙げられる。認定支援機関数は２０１６年

６月時点で２５,２１２であるが，その約８割が税理士・税理士法人である。事業再生を
目指す企業が認定支援機関に支援を依頼すると，事業再生計画策定やデュー・デリ

ジェンス，モニタリングなどに要する費用の２／３（上限２００万円）について政府から

の補助を受けられたり，中小企業基盤整備機構から専門家の派遣を受けられたり，

信用保証協会から融資の保証料の引き下げ（概ね０.２％）を受けられたりする。
１４）この点については，中小機構も同様で，中小機構が主体となって中小企業再生ファ

ンドを新設することは今後，困難になっていくと考えられる。

１５）情報生産機能が銀行業の本質である理由は次の通りである。金融は一般に国民経済

上，「経済の血液」と「経済の潤滑油」という役割を担っているといわれる。「経済の血

液」は商業金融（運転資金の供給）を，「経済の潤滑油」は産業金融（設備投資資金の供

給）を意味すると解される。そして金融のこうした役割は銀行の金融仲介機能を通じ

て発揮される。ここで銀行の金融仲介機能は資金提供機能と情報生産機能から構成

されるが，前者を司るのは後者である。つまり，企業は審査をクリアしなければ資

金を借りられず，モニタリングによって貸出金が当初の約定とは異なる使途で使わ

れていることが発覚すれば，資金を引き揚げられてしまう。以上から明らかなように，

情報生産機能こそ銀行業の本質にほかならない。 
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